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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、
　１０～６５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
、
　１０～３０質量％の、芳香族ポリアミドフィブリッドまたはポリカーボネート繊維から
選択された繊維と、
　２５～７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、
を含む繊維組成物の圧密化生成物であって、厚みが０超～８ミル未満の圧密化生成物を含
む、
ことを特徴とする繊維質基板。
【請求項２】
　請求項１に記載の繊維質基板を含むことを特徴とする電気紙。
【請求項３】
　第１の面と前記第１の面に対向する第２の面とを有する繊維質基板であって、繊維組成
物中の繊維の合計質量に対して、
　２０～６５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
、
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　３０～７０質量％の、芳香族ポリアミド繊維と、
　１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含む繊維組成物の圧密化生成
物を含み；
　７５～９５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
、５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含み、前記第１の面上に配置され
た第１の層と；
　７５～９５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
、５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含み、前記第２の面上に配置され
た第２の層と、を有する前記繊維質基板を含み、
　厚みが０超～８ミル未満であることを特徴とする電気紙。
【請求項４】
　前記繊維質基板は、４０質量％のポリイミド繊維と、４０質量％の芳香族ポリアミド繊
維と、２０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含み、前記第１と第２の層は、
９０質量％のポリイミド繊維と１０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含む請求
項３に記載の電気紙。
【請求項５】
　第１の面と、前記第１の面に対向する第２の面とを有する繊維質基板であって、繊維組
成物中の繊維の合計質量に対して、
　７５～９５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
、５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含む繊維組成物の圧密化生成物を
含み；
　３５～４５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
、
　３５～４５質量％の芳香族ポリアミド繊維と、
　１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含み、前記第１の面上に配置
された第１の層と；
　３５～４５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
、
　３５～４５質量％の芳香族ポリアミド繊維と、
　１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含み、前記第２の面上に配置
された第２の層と；を有する前記繊維質基板を含み、
　厚みが０超～８０ミル未満であることを特徴とする電気紙。
【請求項６】
　前記繊維質基板の引裂強度は、Ｅｌｍｅｎｄｏｒｆ引裂強度として測定して、少なくと
も８５ｍＮである請求項２乃至５のいずれか１項に記載の電気紙。
【請求項７】
　前記芳香族ポリアミドは、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）、ポリ（ｐ－フェ
ニレンテレフタルアミド－ｃｏ－３’４’－オキシジフェニレンテレフタルアミド）およ
びこれらの組み合わせから選択される請求項２乃至５のいずれか１項に記載の電気紙。
【請求項８】
　前記繊維質基板内に含浸された熱硬化性ポリマーまたは熱可塑性ポリマーをさらに含む
請求項２乃至５のいずれか１項に記載の電気紙。
【請求項９】
　請求項２乃至５のいずれか１項に記載の電気紙を含むことを特徴とする物品。
【請求項１０】
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　懸濁溶媒と；
　繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、
　２０～６５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
、
　３０～７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、
　１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含む繊維組成物と；を含むス
ラリーから層を形成するステップと、
　前記層から水を取り除くステップと、
　前記層を圧密化して繊維質基板を形成するステップと、
を備える繊維質基板の調製プロセスであって、
　７５～９５質量％の、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドスルホン繊維、ポ
リエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択されるポリイミド繊維と
５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドの層を、前記圧密化するステップの前ま
たは後に、前記繊維質基板のそれぞれの表面に塗布し、基板とポリイミド膜を共に圧密化
ステップにかけることを特徴とする調製プロセス。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　本開示は電気絶縁紙に関する。
【０００２】
　種々のタイプの電動機には、帯電部品と導線を非帯電部品および筐体要素から非導電的
に分離するために電気絶縁紙が含まれている。電気絶縁紙は主に、セルロースとアラミド
繊維の２つの材料の内の１つから製造される。これらの両材料ともかなりの吸湿性を有し
ており、これによって、材料の電気的特性および絶縁システムのシステムレベルの性能は
悪影響を受ける。そのために、これらの材料を十分に乾燥させておくために、広範囲に及
ぶ乾燥操作と製造上の配慮が必要である。
【０００３】
　また、セルロース紙の熱性能には限界があるため、天然のセルロース系材料は、約１２
０℃を超える温度への暴露の間、著しい長期分解を呈し始める。さらに、セルロースの分
解メカニズムは、単に水による触媒作用だけではなく、副生成物として水も生成されるた
め、これによって、自己触媒的分解のカスケードサイクルが生じる。
【０００４】
　一方、Ｎｏｍｅｘなどのアラミド繊維紙は、比較的高価であり、また、その多くの用途
で「熱的に過剰品質」を表わしている。例えば、ほとんどのモータの絶縁システムは、ク
ラスＦ（１５５℃）またはクラスＨ（１８０℃）であるが、Ｎｏｒｍｅｘはクラス－２２
０℃絶縁である。こうした用途では、Ｎｏｒｍｅｘ電気絶縁紙のフルの熱性能は設計要件
ではなく、従って、Ｎｏｒｍｅｘは、不要な過剰コストと考えられ得る。
【０００５】
　従って、当分野では、セルロースやＮｏｒｍｅｘより吸湿性がかなり低く、製造上高価
でない電気グレード絶縁紙が求められている。こうした繊維が高温で作動できれば、さら
に有利であろう。さらに、こうした電気紙の効率的な製造方法も求められている。
【発明の概要】
【０００６】
　ある実施形態では、繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約１０～約６５質量％の
ポリイミド繊維と、約１０～約３０質量％の、芳香族ポリアミドフィブリッドまたはポリ
カーボネート繊維から選択された繊維と、約２５～約７０質量％の芳香族ポリアミド繊維
と、を含む繊維組成物の圧密化生成物であって、厚みが０超～８ミル未満の圧密化生成物
を含む繊維質基板が提供される。
【０００７】
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　別の実施形態では、第１の面と、前記第１の面に対向する第２の面を有する繊維質基板
であって、繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約２０～６５質量％のポリイミド繊
維と、約３０～７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、約１０～３０質量％の芳香族ポリ
アミドフィブリッドと、を含む繊維組成物の圧密化生成物を含み；約７５～９５質量％の
ポリイミド繊維と約５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含み、前記第１
の面上に配置された第１の層と；約７５～９５質量％のポリイミド繊維と約５～２５質量
％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含み、前記第２の面上に配置された第２の層と、
を有する前記繊維質基板を含み、厚みが０超～８０ミル未満の電気紙が開示される。
【０００８】
　さらなる実施形態では、第１の面と、前記第１の面に対向する第２の面を有する繊維質
基板であって、繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約７５～９５質量の％ポリイミ
ド繊維と約５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドを含む繊維組成物の圧密化生
成物を含み；約３５～４５質量％のポリイミド繊維と、約３５～４５質量％の芳香族ポリ
アミド繊維と、約１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含み、前記第
１の面上に配置された第１の層と；約３５～４５質量％のポリイミド繊維と、約３５～４
５質量％の芳香族ポリアミド繊維と、約１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッ
ドと、を含み、前記第２の面上に配置された第２の層と、を有する繊維質基板を含み、厚
みが０超～８０ミル未満の電気紙が開示される。
【０００９】
　別の実施形態では、懸濁溶媒と；繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約２０～６
５質量％のポリイミド繊維と、約３０～７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、約１０～
３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含む繊維組成物と；を含むスラリーか
ら層を形成するステップと、前記層から水を取り除くステップと、前記層を圧密化して繊
維質基板を形成するステップと、を備える繊維質基板の調製プロセスであって、約７５～
９５質量％のポリイミド繊維と５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドの層を、
前記圧密化するステップの前または後に、前記繊維質基板のそれぞれの表面に塗布し、基
板とポリイミド層を共に圧密化ステップにかける調製プロセスが開示される。
【００１０】
　別の実施形態では、上記の繊維質基板を含む物品が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明者らは、ポリエーテルイミド繊維と芳香族ポリアミドフィブリッドの組み合わせ
を用いて、耐湿性の電気グレード繊維質基板が製造できることを見出した。この紙は、主
要ポリマーを連続フィルム状にプレスし補強繊維ポリマーは不溶繊維として残す圧密化が
可能なように、十分に異なる溶融温度を有するように選択された数種類の異なるチョップ
ド熱可塑性ポリマー繊維を混合することによって製造される。ある実施形態では、圧密化
基板は、溶融ポリエーテルイミド繊維を含んでおり、この繊維が、紙内にフィルム状の構
造を作る連続または半連続のマトリックスを形成する。
【００１２】
　繊維質基板は、高温で熱安定であり得、高い機械的強度と弾性率、低クリープおよびま
たは良好な化学的安定性を有し得る。
【００１３】
　本明細書での「繊維」は、アスペクト比（長さ：直径）が２超の、具体的には５超の、
１０超の、あるいは１００超の単一のフィラメントを有する種々の構造を含む。「繊維」
はまた、フィブレット（非常に短い（１ｍｍ未満））、微粒子（径５０μｍ未満）、フィ
ブル化繊維（高度に分枝化し不規則であるため、高表面積を有する）およびフィブリル（
繊維の小さな糸状要素）も含む。繊維径は、一般にはｄｔｅｘもしくはｄｐｆで報告され
る繊維番号で表される。「ｄｔｅｘ」として報告される数値は、繊維１０，０００ｍ当た
りのグラム質量を表す。「ｄｐｆ」値は、繊維当たりのデニールを表す。デニール系の測
定は、２本のフィラメント繊維と単一のフィラメント繊維で行われ、ｄｐｆ＝総デニール
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／均一なフィラメント量である。デニール関連のいくつかの一般的な算出式は以下の通り
である：
　１デニール＝９０００ｍ当たり１ｇ＝４５０ｍ当たり０，０５ｇ＝１ｍ当たり０．１１
１ｍｇ。
９，０００ｍの測定は実際には厄介であり、通常、サンプル９００ｍを秤量しそれを１０
倍してデニール重量を求める。
【００１４】
　本明細書での「フィブリッド」は、非常に小さくて非顆粒状、繊維状またはフィルム状
の粒子であって、その３つの寸法の内少なくとも１つの寸法が最大寸法に対して非常に小
さく本質的には２次元粒子を意味する。この粒子の大きさは典型的には、長さ：０超～０
．３ｍｍ未満、幅：０超～０．３ｍｍ未満、高さ：０超～０．１ｍｍ未満である。フィブ
リッドの好適なサイズは１００μｍ×１００μｍｘ０．１μｍである。
【００１５】
　フィブリッドは典型的には、ポリマー溶液をこの溶液の溶媒とは混合しない液体の凝固
浴へ流すことにより作られる。ポリマーの凝固に伴って、ポリマー溶液の流れは、激しい
せん断力と乱流の影響を受ける。本発明のフィブリッド材料は、メタ－もしくはパラ－ア
ラミドあるいはこれらの混合物であってもよい。より具体的には、フィブリッドはパラ－
アラミドである。こうしたアラミドフィブリッドは、乾燥前に、湿潤状態で使用でき、紙
のフロック成分周りに物理的に絡みついたバインダーとして堆積され得る。
【００１６】
　本特許出願においては種々の数値範囲が開示される。これらの範囲は連続的であり、最
小値と最大値間のすべての数値を含む。別途明示がある場合を除き、本出願に明記された
種々の数値範囲は近似である。同じ成分あるいは特性に係る範囲はすべて終点を含むもの
であり、該終点は独立に組み合わせ可能である。
【００１７】
　単数表現は量の限定を示すものではなく、参照されたアイテムが少なくとも１つ存在す
ることを示すものである。本明細書での「その組み合わせ」とは、参照された要素の１つ
または複数と、任意に参照されていない類似の要素と、を含むものである。明細書全体に
亘る「ある実施形態」、「別の実施形態」、「一部の実施形態」などは、該実施形態に関
連して記載された特定の要素（例えば、特徴、構造、特性およびまたは特質）が記載の少
なくとも１つの実施形態に含まれることを意味し、他の実施形態には含まれていてもいな
くてもよい。また、記載された要素（類）は、種々の実施形態において任意の好適な方法
で組み合わせられ得るものと理解されるべきである。
【００１８】
　化合物は標準命名法を用いて記載される。例えば、表記のいかなる基によっても置換さ
れていない位置は、その価電子帯が表示された結合または水素原子によって満たされてい
るものと理解されるべきである。２つの文字または記号間以外のダッシュ（「－」）は、
置換基の結合点を示す。例えば、－ＣＨＯは、カルボニル基の炭素を経由して結合される
。「アルキル」は、特定の数の炭素原子を有するＣ１－３０分枝鎖および直鎖の不飽和脂
肪族炭化水素基を含む。アルキルの例としては、これに限定されないが、メチル、エチル
、ｎ－プロピル、ｉ－プロピル、ｎ－ブチル、ｓ－ブチル、ｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、
ｓ－ペンチル、ｎ－およびｓ－ヘキシル、ｎ－およびｓ－ヘプチルおよびｎ－およびｓ－
オクチルが挙げられる。「アリール」は、指定された数の炭素原子と、任意に１～３個の
ヘテロ原子（例えばＯ、Ｓ、Ｐ、ＮまたはＳｉ）と、を含む芳香族部分を意味し、これに
は、フェニル、トロポン、インダニルあるいはナフチルなどが含まれる。
【００１９】
　別途明示がある場合を除き、本出願中の分子量はすべて質量平均分子量を指す。こうし
た分子量はすべてダルトン単位で表される。
【００２０】
　別途明示がある場合を除き、すべてのＡＳＴＭ試験は、ＡＳＴＭ標準２００３年版に基
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づくものである。
【００２１】
　ポリエーテルイミドは、式（１）の構造単位を１超、例えば１０～１，０００個あるい
は１０～５００個含む：
【化１】

式中、Ｒは、それぞれ同じであっても異なっていてもよく、Ｃ６－２０芳香族炭化水素基
またはそのハロゲン化誘導体、直鎖または分枝鎖Ｃ２－２０アルキレン基またはそのハロ
ゲン化誘導体、Ｃ３－８シクロアルキレン基またはそのハロゲン化誘導体などの置換また
は未置換の二価有機基であり、特に式（２）の二価基である：

【化２】

式中、Ｑ１は、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｃ（Ｏ）－、－ＳＯ２－、－ＳＯ－、あるいは－Ｃｙ

Ｈ２ｙ－（ｙ：１～５の整数）またはそのハロゲン化誘導体（パーフルオロアルキレン基
を含む）である。ある実施形態では、Ｒは、ｍ－フェニレンまたはｐ－フェニレンである
。
【００２２】
　さらに、式（１）のＴは、－Ｏ－または式：－Ｏ－Ｚ－Ｏ－基であり、ここで、－Ｏ－
または－Ｏ－Ｚ－Ｏ－基の二価結合は、３，３’、３，４’、４，３’または４，４’位
置にある。式（１）のＺ基は、同じであっても異なっていてもよく、置換または未置換の
二価有機基であり、Ｚの原子価を超過しないという条件で、１～６個のＣ１－８アルキル
基、１～８個のハロゲン原子あるいはこれらの組み合わせで任意に置換された芳香族Ｃ６

－２４単環式または多環式部分であってもよい。典型的なＺ基は、式（３）のジヒドロキ
シ化合物から誘導された基を含む：

【化３】

式中、ＲａとＲｂは、同じであっても異なっていてもよく、例えば、ハロゲン原子または
一価のＣ１－６アルキル基であり；ｐとｑは，それぞれ独立に０～４の整数であり；ｃは
０～４であり；Ｘａは、ヒドロキシ置換芳香族基を結合する架橋基であり、この架橋基と
各Ｃ６アリーレン基のヒドロキシ置換基は、Ｃ６アリーレン基上で互いにオルト、メタま
たはパラ（特定的にはパラ）に配置されている。架橋基Ｘａは、単結合、－Ｏ－、－Ｓ、
－Ｓ（Ｏ）－、－Ｓ（Ｏ）２－、－Ｃ（Ｏ）－またはＣ１－１８有機架橋基であってもよ
い。Ｃ１－１８有機架橋基は、環式であっても非環式であってもよく、また芳香族であっ
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ても非芳香族であってもよく、さらに、ハロゲン、酸素、窒素、硫黄、シリコンまたはリ
ンなどのヘテロ原子を含んでいてもよい。Ｃ１－１８有機基は、これに結合するＣ６アリ
ーレン基が、それぞれ共通のアルキリデン炭素、またはＣ１－１８有機架橋基の異なる炭
素に結合されるように配置されていてもよい。特定の例では、Ｚ基は式（３ａ）の構造の
二価基である：
【化４】

式中、Ｑは、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｃ（Ｏ）－、－ＳＯ２－、－ＳＯ－、あるいは－ＣｙＨ

２ｙ－（ｙ：１～５の整数）またはそのハロゲン化誘導体（パーフルオロアルキレン基を
含む）である。特定の実施形態では、Ｚは、式（３ａ）のＱが２，２－イソプロピリデン
であるビスフェノールＡから誘導される。
【００２３】
　ある実施形態では、式（１）のＲは、ｍ－フェニレンまたはｐ－フェニレンであり、Ｔ
は、Ｚが式（３ａ）の二価基である－Ｏ－Ｚ－Ｏである。あるいは、Ｒは、ｍ－フェニレ
ンまたはｐ－フェニレンであり、Ｔは、Ｚが式（３ａ）の二価基（Ｑ：２，２－イソプロ
ピリデン）である－Ｏ－Ｚ－Ｏである。
【００２４】
　一部の実施形態では、ポリエーテルイミドは、コポリマーであってもよく、例えば、式
（１）の構造単位を含むポリエーテルイミドスルホンコポリマーであってもよい。式中、
Ｒ基の少なくとも５０モル％は、Ｑ１が－ＳＯ２－である式（２）のものであり、残りの
Ｒ基は、独立にｐ－フェニレン、ｍ－フェニレンあるいはこれらの少なくとも１つを含む
組み合わせであり；Ｚは、２，２－（４－フェニレン）イソプロピリデンである。あるい
は、該ポリエーテルイミドは任意に、追加のイミド構造単位、例えば式（４）のイミド単
位を含む：
【化５】

式中、Ｒは式（１）で説明したものであり、Ｗは下式のリンカーである。
【化６】

これらの追加のイミド構造単位の量は、単位の合計数に対して０～１０モル％であり得、
具体的には０～５モル％であり得、より具体的には０～２モル％であり得る。ある実施形
態では、ポリエーテルイミド中には、さらなるイミド単位は存在しない。
【００２５】
　ポリエーテルイミドは、式（５）の芳香族ビス（エーテル無水物）と

【化７】

式（６）の有機ジアミン
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【化８】

（式中、ＴとＲは上記に定義したもの）
との反応を含む当業者に周知のいずれかの方法で調製できる。ポリエーテルイミドのコポ
リマーは、式（５）の芳香族ビス（エーテル無水物）と、異なるビス（無水物）、例えば
Ｔがエーテル官能性を含まないビス（無水物）、例えばスルホンであるビス（無水物）と
、の組み合わせを用いて製造できる。
【００２６】
　ビス（無水物）の具体的な例としては、３，３－ビス［４－（３，４－ジカルボキシフ
ェノキシ）フェニル］プロパン二無水物；４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノ
キシ）ジフェニルエーテル二無水物；４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ
）ジフェニルスルフィド二無水物；４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）
ベンゾフェノン二無水物；４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニ
ルスルホン二無水物；２，２－ビス［４－（２，３－ジカルボキシフェノキシ）フェニル
］プロパン二無水物；４，４’－ビス（２，３－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルエ
ーテル二無水物；４，４’－ビス（２，３－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルフ
ィド二無水物；４，４’－ビス（２，３－ジカルボキシフェノキシ）ベンゾフェノン二無
水物；４，４’－ビス（２，３－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルホン二無水物
；４－（２，３－ジカルボキシフェノキシ）－４’－（３，４－ジカルボキシフェノキシ
）ジフェニル－２，２－プロパン二無水物；４－（２，３－ジカルボキシフェノキシ）－
４’－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルエーテル二無水物；４－（２，３
－ジカルボキシフェノキシ）－４’－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルス
ルフィド二無水物；４－（２，３－ジカルボキシフェノキシ）－４’－（３，４－ジカル
ボキシフェノキシ）ベンゾフェノン二無水物；４－（２，３－ジカルボキシフェノキシ）
－４’－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルホン二無水物およびこれら
の種々の組み合わせが挙げられる。
【００２７】
　有機ジアミンの例としては、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、トリメチレンジ
アミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、ヘキサメチレンジアミン、ヘ
プタメチレンジアミン、オクタメチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、デカメチレン
ジアミン、１，１２－ドデカンジアミン、１，１８－オクタデカンジアミン、３－メチル
ヘプタメチレンジアミン、４，４－ジメチルヘプタメチレンジアミン、４－メチルノナメ
チレンジアミン、５－メチルノナメチレンジアミン、２，５－ジメチルヘキサメチレンジ
アミン、２，５－ジメチルヘプタメチレンジアミン、２，２－ジメチルプロピレンジアミ
ン、Ｎ－メチル－ビス（３－アミノプロピル）アミン、３－メトキシヘキサメチレンジア
ミン、１，２－ビス（３－アミノプロポキシ）エタン、ビス（３－アミノプロピル）スル
フィド、１，４－シクロヘキサンジアミン、ビス－（４－アミノシクロヘキシル）メタン
、ｍ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン、２，４－ジアミノトルエン、２，
６－ジアミノトルエン、ｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン、２－メチル
－４，６－ジエチル－１，３－フェニレン－ジアミン、５－メチル－４，６－ジエチル－
１，３－フェニレン－ジアミン、ベンジジン、３，３’－ジメチルベンジジン、３，３’
－ジメトキシベンジジン、１，５－ジアミノナフタレン、ビス（４－アミノフェニル）メ
タン、ビス（２－クロロ－４－アミノ－３，５－ジエチルフェニル）メタン、ビス（４－
アミノフェニル）プロパン、２，４－ビス（ｐ－アミノ－ｔ－ブチル）トルエン、ビス（
ｐ－アミノ－ｔ－ブチルフェニル）エーテル、ビス（ｐ－メチル－ｏ－アミノフェニル）
ベンゼン、ビス（ｐ－メチル－ｏ－アミノペンチル）ベンゼン、１，３－ジアミノ－４－
イソプロピルベンゼン、ビス（４－アミノフェニル）スルフィド、ビス－（４－アミノフ
ェニル）スルホンおよびビス（４－アミノフェニル）エーテルが挙げられる。これらの化
合物の組み合わせも使用できる。一部の実施形態では、有機ジアミンは、ｍ－フェニレン
ジアミン、ｐ－フェニレンジアミン、スルホニルジアニリンまたはこれらのものの１つま
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たは複数を含む組み合わせである。
【００２８】
　多くのポリエーテルイミド製造方法の中には、米国特許第３，８４７，８６７号、同第
３，８５２，２４２号、同第３，８０３，０８５号、同第３９０５，９４２号、同第３，
９８３，０９３号、同第４，４４３，５９１号および同第７，０４１，７７３号に開示さ
れたものが含まれる。これらの特許では、教示の目的および例示として、一般的および特
定のポリイミド調製方法が言及されている。一部のポリエーテルイミド（ＰＥＩ）材料は
、ＡＳＴＭ　Ｄ５２０５－９６のポリエーテルイミド材料の標準分類システムに記載され
ている。
【００２９】
　ポリエーテルイミドのメルトインデックスは、ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に準拠し温度３４
０～３７０℃、荷重６．７ｋｇで測定して、０．１～１０ｇ／ｍｉｎであり得る。一部の
実施形態では、ポリエーテルイミドポリマーの質量平均分子量（Ｍｗ）は、ポリスチレン
標準を用いたゲル透過クロマトグラフィで測定して、１，０００～１５０，０００ｇ／モ
ル（ダルトン）である。一部の実施形態では、ポリエーテルイミドのＭｗは１０，０００
～８０，０００ダルトンである。こうしたポリエーテルイミドポリマーの固有粘度は、典
型的には、２５℃のｍ－クレゾール中で測定して、０．２ｄＬ／ｇ超であり、より具体的
には０．３５～０．７ｄＬ／ｇである。
【００３０】
　ある実施形態では、ポリエーテルイミドは、５０ｐｐｍ未満のアミン末端基を含む。他
の例では，該ポリマーは、１ｐｐｍ未満の遊離した未重合のビスフェノールＡ（ＢＰＡ）
も有するであろう。
【００３１】
　ポリエーテルイミドは、残留溶媒およびまたは水などの低濃度の残留揮発性種を有し得
る。一部の実施形態では、ポリエーテルイミドの残留揮発性種濃度は、１，０００質量ｐ
ｐｍ未満であり、より具体的には５００質量ｐｐｍ未満であり、さらにより具体的には３
００質量ｐｐｍ未満であり、さらにより具体的には１００質量ｐｐｍ未満である。一部の
実施形態では、該組成物の残留揮発性種濃度は、１，０００質量ｐｐｍ未満であり、より
具体的には５００質量ｐｐｍ未満であり、さらにより具体的には３００質量ｐｐｍ未満で
あり、さらにより具体的には１００質量ｐｐｍ未満である。
【００３２】
　残留揮発性種の例としては、ハロゲン化芳香族化合物（クロロベンゼン、ジクロロベン
ゼン、トリクロロベンゼンなど）、非プロトン性極性溶媒（ジメチルホルムアミド（ＤＭ
Ｆ）、Ｎ－メチルピロリジノン（ＮＭＰ）、ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）など）、
ジアリールスルホン、スルフォラン、ピリジン、フェノール、ベラトロール、アニソール
、クレゾール、キシレノール、ジクロロエタン、テトラクロロエタン、ピリジンおよびこ
れらの混合物が挙げられる。
【００３３】
　最終のポリマー生成物中の低濃度の残留揮発性種は、例えば、蒸発液化や蒸留などの既
知の方法で達成できる。一部の実施形態では、任意の溶媒の大部分は除去でき、任意の残
留揮発性種も、任意に減圧下の蒸発液化または蒸留によってポリマー生成物から除去でき
る。他の実施形態では、重合反応が溶媒中で所望の完了レベルまで行われると重合は本質
的に完成し、残留水の大部分は、溶液中での初期反応後の少なくとも１つの蒸発液化ステ
ップ中に除去される。ポリマー混合物を液化させて、溶媒と他の揮発性種の濃度を良好な
溶融加工性に必要な低濃度まで低減させる装置は、一般に、揮発性種の除去を促進するた
めに高表面積を迅速に生成する能力と共に、減圧下で高温加熱できる。一般に、こうした
装置の混合部は、ポンプに十分なパワーを供給して、高温で非常に粘性であり得るポリエ
ーテルイミド融液を撹拌できる。好適な蒸発液化装置としては、これに限定されないが、
例えば、ＬＵＷＡ社製のものなどのワイプ式薄膜蒸発装置（ｗｉｐｅｄ　ｆｉｌｍｓ　ｅ
ｖａｐｏｒａｔｏｒ）やＷｅｒｎｅｒ　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ社またはＷｅｌｄｉｎｇ　
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Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ社製のものなどの脱揮押出機（特に、多数の通気孔部分を備えた二軸
押出機）などが挙げられる。
【００３４】
　一部の実施形態では、該ポリエーテルイミドのガラス転移温度は２００～２８０℃であ
る。
【００３５】
　既知の溶融ろ過技術を用いてポリエーテルイミドを溶融ろ過し、異物、炭化粒子、架橋
樹脂あるいは同様の不純物を除去することが有用であることが多い。溶解ろ過は最初の樹
脂分離の間に行ってもよく、あるいはそれ以降のステップで行ってもよい。ポリエーテル
イミドは、押出操作で溶融ろ過できる。溶融ろ過は、大きさが１００μｍ以上の粒子を十
分に除去できる細孔径、あるいは大きさが４０μｍ以上の粒子を十分に除去できる細孔径
のフィルタを用いて行える。
【００３６】
　ポリエーテルイミド組成物は、紫外線吸収剤、光安定剤などの安定剤、潤滑剤、可塑剤
、顔料、染料、着色剤、帯電防止剤、金属不活性化剤、およびこれらのものの１つまたは
複数を含む組み合わせなどの添加剤を任意に含んでいてもよい。一部の実施形態では、添
加剤は、離型剤と、ホスファイト安定剤、ホスホナイト安定剤、ヒンダードフェノール安
定剤およびこれらの組み合わせから選択された安定剤と、の組み合わせを含んでいてもよ
い。ある実施形態では、リン含有安定剤が使用される。
【００３７】
　酸化防止剤は、ホスファイト、ホスホナイト、ヒンダードフェノールまたはこれらの組
み合わせなどの化合物であってもよい。トリアリールホスファイトとアリールホスホネー
トを含むリン含有安定剤は、有用な添加剤として注目される。二官能性リン含有化合物も
使用され得る。一部の実施形態では、溶融混合の間、あるいは射出成形などのその後の溶
融成形プロセスの間の安定剤の逸失を防ぐためには、分子量が３００ダルトン以上～５，
０００ダルトン以下のリン含有安定剤が有用である。添加剤は、分子量が５００ダルオン
超のヒンダードフェノールを含んでいてもよい。リン含有安定剤の組成物中の量は、組成
物の質量に対して、０．０１～３．０質量％あるいは０．０１～１．０質量％であっても
よい。
【００３８】
　ある実施形態では、ポリエーテルイミド繊維は、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテ
ルイミドスルホン繊維、ポリエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選
択される。
【００３９】
　繊維質基板は、ポリエーテルイミド以外の材料で構成された繊維をさらに含む。該他の
繊維は、芳香族ポリアミド繊維（ホモポリマーとコポリマーを含む）および芳香族ポリエ
ステル繊維（ホモポリマーとコポリマーを含む）などの高強度・耐熱性有機繊維であって
もよい。こうした繊維は、約１０ｇ／Ｄ～約５０ｇ／Ｄの、具体的には１５ｇ／Ｄ～５０
ｇ／Ｄの強度と、３００℃を超える、具体的には約３５０℃を超える熱分解温度と、を有
していてもよい。本明細書での「芳香族」ポリマーは、２つの芳香環に直接結合したポリ
マー結合（例えば－ＣＯ－ＮＨ－）を少なくとも８５モル％含む。
【００４０】
　芳香族ポリアミド繊維もアラミド繊維として既知であり、パラ－アラミド繊維またはメ
タ－アラミド繊維として広く分類できる。パラ－アラミド繊維の具体的な例としては、ポ
リ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）繊維（例えば、Ｅ．Ｉ．Ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　
Ｎｅｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙ社およびＤｕ　Ｐｏｎｔ－Ｔｏｒａｙ社がＫＥ
ＶＬＡＲ（登録商標）の商標名で製造）、ｐ－フェニレンテレフタルアミド／ｐ－フェニ
レン３，４’－ジフェニレンエーテルテレフタルアミドコポリマー繊維（帝人（株）がＴ
ＥＣＨＮＯＲＡの商品名で製造）、（帝人（株）がＴＷＡＲＯＮの商品名で製造）、また
はこれらの組み合わせが挙げられる。メタ－アラミド繊維の具体的な例としては、ポリ（
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ｍ－フェニレンテレフタルアミド）繊維（例えば、Ｅ．Ｉ．Ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅ
ｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙ社がＮＯＭＥＸ（登録商標）の商標名で製造）が挙
げられる。こうしたアラミド繊維は、当業者に既知の方法で製造できる。特定の実施形態
では、アラミド繊維はパラ－タイプホモポリマーであり、例えばポリ（ｐ－フェニレンテ
レフタルアミド）繊維である。
【００４１】
　アラミドフィブリッドは、繊維質基板における好適な成分である。フィブリッドは典型
的には、ポリマー溶液をこの溶液の溶媒とは混合しない液体の凝固浴へ流すことにより作
られる。ポリマーの凝固に伴って、ポリマー溶液の流れは、激しいせん断力と乱流の影響
を受ける。本発明のフィブリッド材料は、メタ－またはパラ－アラミドあるいはこれらの
ブレンドから選択できる。より好適には、該フィブリッドはパラ－アラミドである。こう
したアラミドフィブリッドは、乾燥前に、湿潤状態で使用でき、紙のフロック成分周りに
物理的に絡みついたバインダーとして堆積され得る。
【００４２】
　繊維質基板は、ポリカーボネート繊維を含んでいてもよい。ポリカーボネートは、式（
１）の繰り返し構造カーボネート単位を有するポリマーである：
【化９】

ここで、Ｒ１基の総数の少なくとも６０％は芳香族部分を含んでおり、残りのＲ１基は、
脂肪族、脂環式または芳香族である。ある実施形態では、Ｒ１はそれぞれＣ６－３０芳香
族基であり、すなわち、少なくとも１つの芳香族部分を含む。Ｒ１は、式ＨＯ－Ｒ１－Ｏ
Ｈ、特に、式（２）の芳香族ジヒドロキシ化合物から誘導され得る：

【化１０】

式中、Ａ１およびＡ２は、それぞれ単環式二価芳香族基であり、Ｙ１は、単結合、あるい
はＡ１とＡ２を分離している１つまたは複数の原子を有する架橋基である。典型的な実施
形態では、１つの原子がＡ１とＡ２を分離している。また、式（３）の化合物も含まれる
：

【化１１】

式中、ＲａおよびＲｂは、それぞれ独立にハロゲン原子または一価炭化水素基であり、同
じであっても異なっていてもよく；ｐとｑはそれぞれ独立に０～４の整数であり；Ｘａは
、２つのヒドロキシ置換芳香族基を結合する架橋基であり、この架橋基と各Ｃ６アリーレ
ン基のヒドロキシ置換基は、Ｃ６アリーレン基上で互いにオルト、メタあるいはパラ（特
定的にはパラ）に配置されている。ある実施形態では、架橋基Ｘａは、単結合、－Ｏ－、
－Ｓ－、－Ｓ（Ｏ）－、－Ｓ（Ｏ）２－、－Ｃ（Ｏ）－あるいはＣ１－１８有機基である
。Ｃ１－１８有機架橋基は、環式であっても非環式であってもよく、また芳香族であって
も非芳香族であってもよく、さらに、ハロゲン、酸素、窒素、硫黄、シリコンまたはリン
などのヘテロ原子を含んでいてもよい。Ｃ１－１８有機基は、これに結合するＣ６アリー
レン基が、それぞれ共通のアルキリデン炭素、またはＣ１－１８有機架橋基の異なる炭素
に結合されるように配置されていてもよい。特に、Ｘａは、Ｃ１－１８アルキレン基、Ｃ

３－１８シクロアルキレン、縮合Ｃ６－１８シクロアルキレン基、あるいは式－Ｂ１－Ｗ
－Ｂ２－（Ｂ１とＢ２は、同じであっても異なっていてもよいＣ１－６アルキレン基；Ｗ
は、Ｃ３－１２シクロアルキリデン基またはＣ６－１６アリーレン基）の基である。
【００４３】
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　典型的なＣ１－１８有機架橋基としては、メチレン、シクロヘキシルメチレン、エチリ
デン、ネオペンチリデン、イソプロピリデン、２－［２．２．１］－ビシクロヘプチリデ
ンおよび、シクロヘキシリデン、シクロペンチリデン、シクロドデシリデンおよびアダマ
ンチリデンなどのシクロアルキリデンが挙げられる。Ｘａが置換シクロアルキリデンであ
る式（３）のビスフェノールの特定の例は、シクロヘキシリデン架橋化アルキル置換ビス
フェノール（４）である：
【化１２】

式中、Ｒａ’とＲｂ’は、それぞれ独立にＣ１－１２アルキルであり；Ｒｇは、Ｃ１－１

２アルキルまたはハロゲンであり；ｒとｓはそれぞれ独立に１～４であり；ｔは０～１０
である。特定の実施形態では、Ｒａ’とＲｂ’の少なくとも１つは、シクロヘキシリデン
架橋基に対してメタに配置されている。炭素原子を適切数含む場合の置換基Ｒａ’、Ｒｂ

’およびＲｇは、直鎖であっても、環式、二環式、分枝鎖、飽和または不飽和であっても
よい。ある実施形態では、Ｒａ’とＲｂ’は、それぞれ独立にＣ１－４アルキルであり；
ＲｇはＣ１－４アルキルであり；ｒとｓはそれぞれ１であり；ｔは０～５である。別の特
定の実施形態では、Ｒａ’、Ｒｂ’およびＲｇはそれぞれメチルであり；ｒとｓはそれぞ
れ１であり；ｔは０または３である。別の典型的な実施形態では、シクロヘキシリデン－
架橋化ビスフェノールは、クレゾール２モルと、水素化イソホロン（例えば１，１，３－
トリメチル－３－シクロヘキサン－５－オン）１モルと、の反応生成物である。
【００４４】
　ビスフェノール（３）のＸａは、置換Ｃ３－１８シクロアルキリデン（５）であっても
よい：

【化１３】

式中、Ｒｒ、Ｒｐ、ＲｑおよびＲｔは、独立に水素、ハロゲン、酸素またはＣ１－１２有
機基であり；Ｉは、直接結合、炭素あるいは二価の酸素、硫黄、あるいは－Ｎ（Ｚ）－（
Ｚ：水素、ハロゲン、ヒドロキシ、Ｃ１－１２アルキル、Ｃ１－１２アルコキシまたはＣ

１－１２アシル）であり；共に取り込まれたＲｒ、Ｒｐ、ＲｑおよびＲｔの少なくとも２
つが縮合脂環式環、芳香環またはヘテロ芳香環であることを条件として、ｈは０～２であ
り、ｊは１または２であり、ｉは０または１の整数であり、ｋは０～３の整数である。該
縮合環が芳香族であれば、式（５）の環は、環が縮合された炭素－炭素不飽和結合を有す
るであろうことは理解されるであろう。ｋが１、ｉが０の場合、式（５）の環は炭素原子
を４個含み、ｋが２の場合、式（５）の環は炭素原子を５個含み、ｋが３の場合、この環
は炭素原子を６個含む。ある実施形態では、２つの隣接する基（例えば、共に取り込まれ
たＲｑとＲｔ）が芳香族基を形成し、別の実施形態では、共に取り込まれたＲｑとＲｔが
１つの芳香族基を形成し、共に取り込まれたＲｒとＲｐが第２の芳香族基を形成する。共
に取り込まれたＲｑとＲｔが芳香族基を形成する場合、Ｒｐは、二重結合酸素原子すなわ
ちケトンであり得る。
【００４５】
　ビスフェノール化合物（３）の別の特定の実施形態では、Ｃ１－１８有機架橋基として
は、－Ｃ（Ｒｃ）（Ｒｄ）－基または－Ｃ（＝Ｒｅ）－基（Ｒｃ、Ｒｄは、それぞれ独立
に水素原子または一価の直鎖または環式炭化水素基；Ｒｅは二価の炭化水素基；ｐとｑは
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それぞれ０または１；Ｒａ、Ｒｂは、それぞれＣ１－３アルキル基であり、具体的には、
それぞれのアリーレン基上のヒドロキシ基に対してメタに配置されたメチル）が挙げられ
る。
【００４６】
　式ＨＯ－Ｒ１－ＯＨの他の有用な芳香族ジヒドロキシ化合物としては、式（７）の化合
物が挙げられる：
【化１４】

式中、Ｒｈは、それぞれ独立にハロゲン原子、Ｃ１－１０アルキル基などのＣ１－１０ヒ
ドロカルビル、ハロゲン置換Ｃ１－１０アルキル基、Ｃ６－１０アリール基またはハロゲ
ン置換Ｃ６－１０アリール基であり；ｎは０～４である。該ハロゲンは、通常、臭素であ
る。
【００４７】
　特定の芳香族ジヒドロキシ化合物の一部の実例としては、以下の４，４’－ジヒドロキ
シビフェニール、１，６－ジヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、
ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニルメ
タン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－ナフチルメタン、１，２－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）エタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタ
ン、２－（４－ヒドロキシフェニル）－２－（３－ヒドロキシフェニル）プロパン、ビス
（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－ブロ
モフェニル）プロパン、１，１－ビス（ヒドロキシフェニル）シクロペンタン、１，１－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）イソブテン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロドデカン、トランス－
２，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－ブテン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）アダマンタン、α，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）トルエン、ビス（
４－ヒドロキシフェニル）アセトニトリル、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン、２，２－ビス（３－エチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、
２，２－ビス（３－ｎ－プロピル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（
３－イソプロピル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－ｓｅｃ－ブ
チル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－シクロヘキシル－４－ヒドロキシフェニル
）プロパン、２，２－ビス（３－アリル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－
ビス（３－メトキシ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）ヘキサフルオロプロパン、１，１－ジクロロ－２，２－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）エチレン、１，１－ジブロモ－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エ
チレン、１，１－ジクロロ－２，２－ビス（５－フェノキシ－４－ヒドロキシフェニル）
エチレン、４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、３，３－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）－２－ブタノン、１，６－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１，６－ヘキサンジ
オン、エチレングリコールビス（４－ヒドロキシフェニル）エーテル、ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）エーテル、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）スルホキシド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、９，９－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）フルオリン、２，７－ジヒドロキシピレン、６，６’－ジ
ヒドロキシ－３，３，３’，３’－テトラメチルスピロ（ビス）インダン（「スピロビイ
ンダンビスフェノール」）、３，３－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フタルイミド、２
，６－ジヒドロキシベンゾ－ｐ－ジオキシン、２，６－ジヒドロキシチアントレン、２，
７－ジヒドロキシフェノキサチン、２，７－ジヒドロキシ－９，１０－ジメチルフェナジ
ン、３，６－ジヒドロキシジベンゾフラン、３，６－ジヒドロキシジベンゾチオフェン、
２，７－ジヒドロキシカルバゾール、レゾルシノール、置換レゾルシン化合物（５－メチ
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ルレゾルシノール、５－エチルレゾルシノール、５－プロピルレゾルシノール、５－ブチ
ルレゾルシノール、５－ｔ－ブチルレゾルシノール、５－フェニルレゾルシノール、５－
クミルレゾルシノール、２，４，５，６－テトラフルオロレゾルシノール、２，４，５，
６－テトラブロモレゾルシノールなど）；カテコール；ヒドロキノン；置換ヒドロキノン
（２－メチルヒドロキノン、２－エチルヒドロキノン、２－プロピルヒドロキノン、２－
ブチルヒドロキノン、２－ｔ－ブチルヒドロキノン、２－フェニルヒドロキノン、２－ク
ミルヒドロキノン、２，３，５，６－テトラメチルヒドロキノン、２，３，５，６－テト
ラ－ｔ－ブチルヒドロキノン、２，３，５，６－テトラフルオロヒドロキノン、２，３，
５，６－テトラブロモヒドロキンオンなど）；およびこれらのジヒドロキシ化合物の少な
くとも１つを含む組み合わせが挙げられる。
【００４８】
　ビスフェノール化合物（３）の具体的な例としては、１，１－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）プロパン（以下、「ビスフェノールＡ」または「ＢＰＡ」）、２，
２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
オクタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）ｎ－ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－２－メチルフェニル）プ
ロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ－ｔ－ブチルフェニル）プロパン、３，３－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）フタルイミジン、２－フェニル－３，３－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）フタルイミジン（ＰＰＰＢＰ）および１，１－ビス（４－ヒドロキシ－３
－メチルフェニル）シクロヘキサン（ＤＭＢＰＣ）が挙げられる。これらのジヒドロキシ
化合物の少なくとも１つを含む組み合わせも使用できる。ある特定の実施形態では、ポリ
カーボネートは、式（３）のＡ１とＡ２がそれぞれｐ－フェニレンであり、Ｙ１がイソプ
ロピリデンであるビスフェノールＡから誘導された線状ホモポリマーである。
【００４９】
　本明細書での「ポリカーボネート」としては、ホモポリカーボネート（ポリマー中のＲ
１はそれぞれ同じである）、カーボネート単位中に異なるＲ１部分を含むコポリマー（本
明細書では「コポリカーボネート」と呼ぶ）、カーボネート単位と他の種類のポリマー単
位（エステル単位など）とを含むコポリマー、および少なくとも１つのホモポリカーボネ
ートおよびまたはコポリカーボネートを含む組み合わせが挙げられる。本明細書での「組
み合わせ」には、配合物、混合物、混ぜもの、反応生成物などが含まれる。
【００５０】
　特定のポリカーボネートコポリマーはポリ（カーボネート－エステル）である。こうし
たコポリマーは、式（１）の繰り返しカーボネート単位に加えて、式（７）の繰り返し単
位をさらに含む：
【化１５】

式中、Ｊは、ジヒドロキシ化合物から誘導された二価基であり、例えば、Ｃ２－１０アル
キレン基、Ｃ６－２０脂環式基、Ｃ６－２０芳香族基、あるいは、アルキレン基が２～約
６個の炭素原子、具体的には２個、３個または４個の炭素原子を含むポリオキシアルキレ
ン基であってもよく；Ｔは、ジカルボン酸から誘導された二価基であり、例えば、Ｃ２－

１０アルキレン基、Ｃ６－２０脂環式基、Ｃ６－２０アルキル芳香族基またはＣ６－２０

芳香族基であってもよい。異なるＴ基およびまたはＪ基の組み合わせを含むポリ（カーボ
ネート－エステル）も使用できる。ポリ（カーボネート－エステル）は分枝鎖であっても
直鎖であってもよい。
【００５１】
　ある実施形態では、Ｊは、直鎖、分枝鎖または環式（多環式を含む）構造を有するＣ２

－３０アルキレン基である。別の実施形態では、Ｊは、式（３）の芳香族ジヒドロキシ化
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合物から誘導される。別の実施形態では、Ｊは、式（４）の芳香族ジヒドロキシ化合物か
ら誘導される。別の実施形態では、Ｊは、式（６）の芳香族ジヒドロキシ化合物から誘導
される。
【００５２】
　ポリエステル単位の調製に使用できる典型的な芳香族ジカルボン酸としては、イソフタ
ル酸またはテレフタル酸、１，２－ジ（ｐ－カルボキシフェニル）エタン、４，４’－ジ
カルボキシジフェニルエーテル、４，４’－ビス安息香酸、あるいはこれらの酸の少なく
とも１つを含む組み合わせが挙げられる。１，４－、１，５－または２，６－ナフタレン
ジカルボン酸などの縮合環を含む酸が存在していてもよい。特定のジカルボン酸としては
、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボン酸
あるいはこれらの酸の少なくとも１つを含む組み合わせが挙げられる。特定のジカルボン
酸は、イソフタル酸とテレフタル酸の質量比が約９１：９～約２：９８であるこれらの組
み合わせを含む。別の特定の実施形態では、ＪはＣ２－６アルキレン基であり、Ｔは、ｐ
－フェニレン、ｍ－フェニレン、ナフタレン、二価の脂環式基あるいはこれらの組み合わ
せである。
【００５３】
　該コポリマーのカーボネート単位とエステル単位とのモル比は、最終組成物の所望の特
性に応じて大きく変わり得るが、例えば１：９９～９９：１であり、具体的には１０：９
０～９０：１０であり、より具体的には２５：７５～７５：２５である。
【００５４】
　式（８）のポリ（カーボネート－エステル）の特定の実施形態は、繰り返し芳香族カー
ボネート単位と繰り返し芳香族エステル単位とを含む：
【化１６】

式中、Ａｒは、ジカルボン酸またはジカルボン酸類の組み合わせの二価芳香族残基であり
、Ａｒ’は、式（３）のビスフェノールまたは式（６）のジヒドロキシ化合物の二価芳香
族残基である。このように、Ａｒはアリール基であり、好適には式（９ａ）のイソフタル
酸、式（９ｂ）のテレフタル酸

【化１７】

またはこれらの組み合わせである。Ａｒ’は、例えばビフェノールまたはビスフェノール
Ａの残基などの多環式であっても、あるいは、例えばヒドロキノンまたはレゾルシノール
の残基などの単環式であってもよい。
【００５５】
　さらに、式（８）のポリ（カーボネート－エステル）において、ｘとｙはそれぞれ、コ
ポリマーの合計１００質量部に対する芳香族エステル単位の質量部および芳香族カーボネ
ート単位の質量部を表す。具体的には、芳香族エステル含有量ｘは、２０～１００質量部
、具体的には３０～９５質量部、さらにより具体的には５０～９５質量部であり、カーボ
ネート含有量ｙは、０超～８０質量部、より具体的には５～７０質量部、さらにより具体
的には５～５０質量部である。一般に、ポリエステル類の調製に従来使用されてきた芳香
族ジカルボン酸はいずれも、式（８）のポリ（カーボネート－エステル）の調製に利用さ
れ得るが、テレフタル酸だけを利用してもよく、あるいは、テレフタル酸とイソフタル酸
との質量比が５：９５～９５：５の範囲であるこれらの混合物を利用してもよい。この実
施形態では、式（８）のポリ（カーボネート－エステル）は、ビスフェノールＡおよびホ
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スゲンとイソ－およびテレフタロイルクロリドとの反応から誘導でき、その固有粘度は、
２５℃の塩化メチレン中で測定して、０．５～０．６５ｄＬ／ｇであり得る。３５～４５
質量％のカーボネート単位と、５５～６５質量％のエステル単位（イソフタレートとテレ
フタレートとのモル比は４５：５５～５５：４５）を含む式（８）のコポリマーは、ポリ
（カーボネート－エステル）（ＰＣＥ）と呼ばれることが多く、１５～２５質量％のカー
ボネート単位と、７５～８５質量％のエステル単位（イソフタレートとテレフタレートと
のモル比は９８：２～８８：１２）を含むコポリマーは、ポリ（フタレート－カーボネー
ト）（ＰＰＣ）と呼ばれることが多い。
【００５６】
　別の特定の実施形態では、ポリ（カーボネート－エステル）は、式（３）のビスフェノ
ール化合物から誘導された式（１）のカーボネート単位と、芳香族ジカルボン酸と式（６
）のジヒドロキシ化合物とから誘導されたエステル単位と、を含む。具体的には、該エス
テル単位は、式（９）のアリーレートエステル単位である：
【化１８】

式中、Ｒ４は、それぞれ独立にハロゲンまたはＣ１－４アルキルであり；ｐは０～３であ
る。アリレートエステル単位は、テレフタル酸とイソフタル酸の混合物、あるいはそれら
の化学的等価物の混合物と化合物（５－メチルレゾルシノール、５－エチルレゾルシノー
ル、５－プロピルレゾルシノール、５－ブチルレゾルシノール、５－ｔ－ブチルレゾルシ
ノール、２，４，５－トリフルオロレゾルシノール、２，４，６－トリフルオロレゾルシ
ノール、４、５，６－トリフルオロレゾルシノール、２，４，５－トリブロモレゾルシノ
ール、２，４，６－トリブロモレゾルシノール、４，５，６－トリブロモレゾルシノール
、カテコール、ヒドロキノン、２ーメチルヒドロキノン、２－エチルヒドロキノン、２－
プロピルヒドロキノン、２－ブチルヒドロキノン、２－ｔ－ブチルヒドロキノン、２，３
，５－トリメチルヒドロキノン、２，３，５－トリ－ｔ－ブチルヒドロキノン、２，３，
５－トリフルオロヒドロキノン、２，３，５－トリブロモヒドロキノン、あるいはこれら
の化合物の少なくとも１つを含む組み合わせ）との反応から誘導されてもよい。該エステ
ル単位は、ポリ（イソフタレート－テレフタレート－レゾルシノールエステル）単位（「
ＩＴＲ」エステルとしても既知）であってもよい。
【００５７】
　（９）式のエステル単位を含むポリ（カーボネート－エステル）は、コポリマーの合計
質量に対して、１～１００質量％未満の、１０～１００質量％未満の、２０～１００質量
％未満の、あるいは４０～１００質量％未満の、式（３）のビスフェノール化合物から誘
導された式（１）のカーボネート単位と、０超～９９質量％の、０超～９０質量％の、０
超～８０質量％の、あるいは０超～６０質量％の、芳香族ジカルボン酸と式（６）のジヒ
ドロキシ化合物とから誘導されたエステル単位と、を含んでいてもよい。式（９）のアリ
レートエステル単位を含む特定のポリ（カーボネート－エステル）は、ポリ（ビスフェノ
ールＡ－カーボネート）－ｃｏ－ポリ（イソフタレート－テレフタレート－レゾルシノー
ルエステル）である。
【００５８】
　別の特定の実施形態では、該ポリ（カーボネート－エステル）は、式（３）のビスフェ
ノールと式（６）のジヒドロキシ化合物との組み合わせから誘導された式（１）のカーボ
ネート単位と、式（９）のアリーレートエステル単位と、を含む。式（３）のジヒドロキ
シ化合物から誘導されたカーボネート単位と、式（６）のジヒドロキシ化合物から誘導さ
れたカーボネート単位と、のモル比は１：９９～９９：１であってもよい。このタイプの
特定のポリ（カーボネート－エステル）は、ポリ（ビスフェノールＡ－カーボネート）－
ｃｏ－（レゾルシノールカーボネート）－ｃｏ（イソフタレート－テレフタレート－レゾ
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ルシノールエステル）である。
【００５９】
　ポリカーボネートは、界面重合や溶融重合などのプロセスで製造できる。界面重合の反
応条件は変わり得るが、典型的なプロセスは一般に、二価フェノール反応物を苛性ソーダ
水溶液または苛性カリ水溶液に溶解または分散させるステップと、得られた混合物を水非
混和性溶媒媒体に添加するステップと、例えば約８～約１２などにｐＨを制御した条件下
、トリエチルアミンなどの触媒およびまたは相間移動触媒の存在下で前記反応物をカーボ
ネート前駆体に接触させるステップと、を備える。最も一般的に使用される水非混和性溶
媒としては、塩化メチレン、１，２－ジクロロエタン、クロロベンゼン、トルエンなどが
挙げられる。
【００６０】
　典型的なカーボネート前駆体としては、臭化カルボニルまたは塩化カルボニルなどのハ
ロゲン化カルボニル、二価フェノールのビスハロホルメート（例えば、ビスフェノールＡ
、ヒドロキノンなどのビスクロロホルメート）またはグリコールのビスハロホルメート（
例えば、エチレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリエチレングリコールなどの
ビスハロホルメート）などのハロホルメートが挙げられる。これらのタイプのカーボネー
ト前駆体の少なくとも１つを含む組み合わせも使用できる。典型的な実施形態では、カー
ボネート結合を形成する界面重合反応では、カーボネート前駆体としてホスゲンが用いら
れ、ホスゲン化反応と呼ばれる。
【００６１】
　使用可能な相間移動触媒の中には、式（Ｒ３）４Ｑ＋Ｘ（Ｒ３は、それぞれ同じであっ
ても異なっていてもよく、Ｃ１－１０アルキル基であり；Ｑは窒素原子またはリン原子で
あり；Ｘは、ハロゲン原子、Ｃ１－８アルコキシ基またはＣ６－１８アリールオキシ基で
ある）の触媒が含まれる。典型的な相間移動触媒としては、例えば、［ＣＨ３（ＣＨ２）

３］４ＮＸ、［ＣＨ３（ＣＨ２）３］４ＰＸ、［ＣＨ３（ＣＨ２）５］４ＮＸ、［ＣＨ３

（ＣＨ２）６］４ＮＸ、［ＣＨ３（ＣＨ２）４］４ＮＸ、ＣＨ３［ＣＨ３（ＣＨ２）３］

３ＮＸおよびＣＨ３［ＣＨ３（ＣＨ２）２］３ＮＸ（Ｘは、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｃ１－８ア
ルコキシ基またはＣ６－１８アリールオキシ基）が挙げられる。相間移動触媒の有効量は
、ホスゲン化混合物中のビスフェノールの質量に対して、約０．１～約１０質量％であっ
てもよい。別の実施形態では、相間移動触媒の有効量は、ホスゲン化混合物中のビスフェ
ノールの質量に対して、約０．５～約２質量％であってもよい。
【００６２】
　組成物の所望の特性に著しい悪影響を及ぼさないことを条件として、すべてのタイプの
ポリカーボネート末端基は、ポリカーボネート組成物内で有用なものとして考慮される。
【００６３】
　分枝鎖ポリカーボネートブロックは、重合中に分岐剤を添加することにより調製できる
。こうした分岐剤としては、ヒドロキシル基、カルボキシル基、カルボン酸無水物基、ハ
ロホルミル基およびこれらの官能基の混合物から選択された少なくとも３つの官能基を含
む多官能性有機化合物が挙げられる。特定の実施例では、トリメリット酸、無水トリメリ
ット酸、トリメリット酸トリクロリド、トリス－ｐ－ヒドロキシフェニルエタン、イサチ
ン－ビス－フェノール、トリス－フェノールＴＣ（１，３，５－トリス（（ｐ－ヒドロキ
シフェニル）イソプロピル）ベンゼン）、トリス－フェノールＰＡ（４（４（１，１－ビ
ス（ｐ－ヒドロキシフェニル）－エチル）α，α－ジメチルベンジル）フェノール）、４
－クロロホルミル無水フタル酸、トリメシン酸およびベンゾフェノンテトラカルボン酸が
含まれる。分岐剤は、約０．０５～約２．０質量％の量で添加できる。直鎖ポリカーボネ
ートと分枝鎖ポリカーボネートとを含む混合物も使用できる。
【００６４】
　重合中に、連鎖停止剤（キャッピング剤とも呼ぶ）が含まれていてもよい。連鎖停止剤
によって分子量の成長速度が制限され、ポリカーボネートの分子量が制御される。典型的
な連鎖停止剤としては、特定のモノフェノール化合物、モノカルボン酸クロリドおよびま
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たはモノクロロホルメートが挙げられる。モノフェノール連鎖停止剤は、フェノールなど
の単環式フェノール、ｐ－クミル－フェノール、レゾルシノールモノベンゾエートおよび
ｐ－およびターシャリ－ブチルフェノールなどのＣ１－Ｃ２２アルキル置換フェノール；
およびｐ－メトキシフェノールなどのジフェノールのモノエーテルによって例証される。
８～９個の炭素原子を有する分枝鎖アルキル置換基を有するアルキル置換フェノールも特
定的に挙げられる。例えば４－置換－２－ヒドロキシベンゾフェノンとその誘導体、アリ
ールサリチレート、ジフェノール（レゾルシノールモノベンゾエート、２－（２－ヒドロ
キシアリール）－ベンゾトリアゾールおよびその誘導体、２－（２－ヒドロキシアリール
）－１，３，５－トリアジンおよびその誘導体など）のモノエステルなどの、所定のモノ
フェノール紫外線吸収剤もキャッピング剤として使用できる。
【００６５】
　モノカルボン酸クロリドも連鎖停止剤として使用できる。これらとしては、単環式モノ
カルボン酸クロリド（ベンゾイルクロリド、Ｃ１－Ｃ２２アルキル置換ベンゾイルクロリ
ド、トルオイルクロリド、ハロゲン置換ベンゾイルクロリド、ブロモベンゾイルクロリド
、シンナモイルクロリド、４－ナジミドベンゾイルクロリドおよびこれらの組み合わせな
ど）；多環式モノカルボン酸クロリド（無水トリメリット酸クロリドおよびナフトイルク
ロリドなど）；および単環式モノカルボン酸クロリドと多環式モノカルボン酸クロリドの
組み合わせが挙げられる。約２２個以下の炭素原子を有する脂肪族モノカルボン酸のクロ
リドは有用である。また、アクリロイルクロリドおよびメタクリロイルクロリドなどの脂
肪族モノカルボン酸の官能化クロリドも有用である。また、フェニルクロロホルメート、
アルキル－置換フェニルクロロホルメート、ｐ－クミルフェニルクロロホルメート、トル
エンクロロホルメートおよびこれらの組み合わせなどの単環式モノクロロホルメートを含
むモノクロロホルメートも有用である。
【００６６】
　あるいは、該ポリカーボネートの製造に溶融プロセスが使用できる。ポリカーボネート
は、一般に溶融重合プロセスにおいて、ジヒドロキシ反応物と、炭酸ジフェニルなどのジ
アリールカーボネートエステルと、を溶融状態で、エステル交換触媒の存在下、Ｂａｎｂ
ｕｒｙ（登録商標）ミキサーまたは二軸押出機などで共反応させて均一な分散を形成する
ことによって調製できる。揮発性の一価フェノールは、蒸留によって溶融反応物から除去
され、ポリマーは、溶融残留物として単離される。ポリカーボネートの製造に特定的に有
用な溶融プロセスでは、アリール上に電子吸引性置換基を有するジアリールカーボネート
エステルが用いられる。電子吸引性置換基を有する特定的に有用なジアリールカーボネー
トエステルの例としては、ビス（４－ニトロフェニル）カーボネート、ビス（２－クロロ
フェニル）カーボネート、ビス（４－クロロフェニル）カーボネート、ビス（メチルサリ
チル）カーボネート、ビス（４－メチルカルボキシルフェニル）カーボネート、ビス（２
－アセチルフェニル）カルボキシレート、ビス（４－アセチルフェニル）カルボキシレー
トあるいはこれらのエステルの少なくとも１つを含む組み合わせが挙げられる。また、有
用なエステル交換触媒としては、式（Ｒ３）４Ｑ＋Ｘ（Ｒ３、ＱおよびＸは上記で定義し
たもの）の相間移動触媒が挙げられ得る。典型的なエステル交換触媒としては、テトラブ
チルアンモニウムヒドロキシド、メチルトリブチルアンモニウムヒドロキシド、テトラブ
チルアンモニウムアセテート、テトラブチルホスホニウムヒドロキシド、テトラブチルホ
スホニウムアセテート、テトラブチルホスホニウムフェノラートあるいはこれらのものの
少なくとも１つを含む組み合わせが挙げられる。
【００６７】
　特に、ポリエステル－ポリカーボネートは、ポリカーボネートに関して上記に一般的に
説明したように、界面重合によって調製できる。ジカルボン酸あるいはジオールそれ自体
を利用しないで、対応する酸ハロゲン化物などの該酸またはジオールの反応性誘導体、特
に、酸ジクロリドと酸ジブロミドが使用できる。従って、例えば、イソフタル酸、テレフ
タル酸またはこれらの酸の少なくとも１つを含む組み合わせを使用する代わりに、イソフ
タロイルジクロリド、テレフタロイルジクロリドまたはこれらのジクロリドの少なくとも
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１つを含む組み合わせが使用できる。
【００６８】
　該ポリカーボネートの固有粘度は、２５℃のクロロホルム中で測定して、０．３～１．
５ｄＬ／ｇであり、具体的には０．４５～１．０ｄＬ／ｇであり得る。ポリカーボネート
の質量平均分子量は、交差結合されたスチレン－ジビニルベンゼンカラムを用い、ポリカ
ーボネート標準に対して校正するゲル透過クロマトグラフィ（ＧＰＣ）で測定して、１０
，０００～２００，０００ダルトンであり得、具体的には２０，０００～１００，０００
ダルトンであり得る。ＧＰＣサンプルは１ｍｇ／ｍＬの濃度で調製され、１．５ｍＬ／ｍ
ｉｎの流量で溶離される。異なる流動特性を有するポリカーボネートを組み合わせて使用
し、全体で所望の流動特性を実現できる。ある実施形態では、ポリカーボネートは、Ａ３

とＡ４がそれぞれｐ－フェニレンであり、Ｙ２がイソプロピリデンであるビスフェノール
Ａ系である。該ポリカーボネートの質量平均分子量は、上記のようにＧＰＣで求めて、５
，０００～１００，０００ダルトンであり得、より具体的には、１０，０００～６５，０
００ダルトンであり得、さらにより具体的には１５，０００～３５，０００ダルトンであ
り得る。
【００６９】
　特に、ポリエステル－ポリカーボネートの分子量は一般に高く、固有粘度は、２５℃の
クロロホルム中で測定して、０．３～１．５ｄｌ／ｇであり、好適には０．４５～１．０
ｄｌ／ｇである。これらのポリエステル－ポリカーボネートは、分枝鎖であっても非分枝
鎖であってもよく、質量平均分子量は、ゲル透過クロマトグラフィで測定して、一般に１
０，０００～２００，０００であり、好適には２０，０００～１００，０００であろう。
【００７０】
　ポリ（カーボネート－シロキサン）ブロックを含むポリカーボネートが使用され得る。
ポリシロキサンブロックはポリジオルガノシロキサンであり、式（１０）に見られるよう
に、ジオルガノシロキサンの繰り返し単位を含む：
【化１９】

式中、Ｒは、それぞれ独立に同じであっても異なっていてもよく、Ｃ１－１３一価有機基
である。例えば、Ｒは、Ｃ１－Ｃ１３アルキル、Ｃ１－Ｃ１３アルコキシ、Ｃ２－Ｃ１３

アルケニル基、Ｃ２－Ｃ１３アルケニルオキシ、Ｃ３－Ｃ６シクロアルキル、Ｃ３－Ｃ６

シクロアルコキシ、Ｃ６－Ｃ１４アリール、Ｃ６－Ｃ１０アリールオキシ、Ｃ７－Ｃ１３

アリールアルキル、Ｃ７－Ｃ１３アラルコキシ、Ｃ７－Ｃ１３アルキルアリールあるいは
Ｃ７－Ｃ１３アルキルアリールオキシであり得る。これらの基は、フッ素、塩素、臭素、
ヨウ素またはこれらの組み合わせで、完全にあるいは部分的にハロゲン化され得る。透明
なポリシロキサン－ポリカーボネートが望ましいある実施形態では、Ｒは、ハロゲンでは
置換されていない。これらのＲ基の組み合わせも同じコポリマーに使用できる。
【００７１】
　式（１０）におけるＥの値は、熱可塑性組成物中の各成分のタイプと相対量、組成物の
所望の特性および同様の考慮事項によって大きく変わり得る。Ｅの平均値は、一般に２～
約１，０００であり、具体的には約２～約５００であり、より具体的には約５～約１００
である。一実施形態では、Ｅの平均値は約１０～約７５であり、さらに別の実施形態では
、約４０～約６０である。Ｅの値が小さい場合、例えば約４０未満の場合、比較的多量の
ポリカーボネート－ポリシロキサンコポリマーを使用することが望ましい。逆に、Ｅの値
が大きい場合、例えば約４０より大きい場合、比較的少量のポリカーボネート－ポリシロ
キサンコポリマーが使用できる。
【００７２】
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　第１および第２（あるいはそれ以上）のポリ（カーボネート－シロキサン）コポリマー
の組み合わせが使用でき、この場合の第１のコポリマーのＥの平均値は、第２のコポリマ
ーのＥの平均値より小さい。
【００７３】
　ある実施形態では、ポリジオルガノシロキサンブロックは式（１１）のものである：
【化２０】

式中、Ｅは上記に定義したものであり；Ｒはそれぞれ、同じであっても異なっていてもよ
く上記に定義したものであり；Ａｒは、同じであっても異なっていてもよく置換または未
置換Ｃ６－Ｃ３０アリーレン基であり、該結合は、芳香族部分に直接結合されている。式
（１１）のＡｒ基は、Ｃ６－Ｃ３０ジヒドロキシアリーレン化合物、例えば、上記の式（
３）または（６）のジヒドロキシアリーレン化合物）から誘導され得る。典型的なジヒド
ロキシアリーレン化合物は、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロ
パン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）オクタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）ｎ－ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－１－メチルフ
ェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、ビス（４
－ヒドロキシフェニルスルフィド）および１，１－ビス（４－ヒドロキシ－ｔ－ブチルフ
ェニル）プロパンである。これらのジヒドロキシ化合物の少なくとも１つを含む組み合わ
せも使用できる。
【００７４】
　別の実施形態では、ポリジオルガノシロキサンブロックは式（１２）のものである：
【化２１】

式中、ＲとＥは上記のものであり、Ｒ５は、それぞれ独立に二価のＣ１－Ｃ３０炭化水素
基であり、重合されたポリシロキサン単位は、その対応するジヒドロキシ化合物の反応残
基である。
【００７５】
　特定の実施形態では、ポリジオルガノシロキサンブロックは式（１３）のものである：

【化２２】

式中、ＲとＥは上記に定義したものである。式（１３）のＲ６は、二価のＣ２－Ｃ８脂肪
族基である。式（１４）のＭは、それぞれ同じであっても異なっていてもよく、ハロゲン
、シアノ、ニトロ、Ｃ１－Ｃ８アルキルチオ、Ｃ１－Ｃ８アルキル、Ｃ１－Ｃ８アルコキ
シ、Ｃ２－Ｃ８アルケニル、Ｃ２－Ｃ８アルケニルオキシ基、Ｃ３－Ｃ８シクロアルキル
、Ｃ３－Ｃ８シクロアルコキシ、Ｃ６－Ｃ１０アリール、Ｃ６－Ｃ１０アリールオキシ、
Ｃ７－Ｃ１２アラルキル、Ｃ７－Ｃ１２アラルコキシ、Ｃ７－Ｃ１２アルキルアリール、
あるいはＣ７－Ｃ１２アルキルアリールオキシであり得；ｎは、それぞれ独立に０、１、
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２、３または４である。
【００７６】
　ある実施形態では、Ｍは、臭素または塩素、メチル、エチルまたはプロピルなどのアル
キル基、メトキシ、エトキシまたはプロポキシなどのアルコキシ基、あるいは、フェニル
、クロロフェニルまたはトリルなどのアリール基であり；Ｒ２は、ジメチレン、トリメチ
レンまたはテトラメチレン基であり；Ｒは、Ｃ１－８アルキル、トリフルオロプロピルな
どのハロアルキル、シアノアルキルあるいはアリール（フェニル、クロロフェニルまたは
トリルなど）である。別の実施形態では、Ｒは、メチル、またはメチルとトリフルオロプ
ロピルとの組み合わせ、またはメチルとフェニルとの組み合わせである。さらに別の実施
形態では、Ｍはメトキシであり、ｎは１であり、Ｒ２は二価のＣ１－Ｃ３脂肪族基であり
、Ｒはメチルである。
【００７７】
　式（１３）のブロックは、式（１４）の対応するジヒドロキシポリジオルガノシロキサ
ンから誘導され得る：

【化２３】

式中、Ｒ、Ｅ、Ｍ、Ｒ６およびｎは、上記に記載したものである。こうしたジヒドロキシ
ポリシロキサンは、式（１５）のシロキサン水素化物間の白金触媒付加の実現で製造でき
る：

【化２４】

式中、ＲとＥは前述に定義したものであり、脂肪族不飽和一価フェノールである。典型的
な脂肪族不飽和一価フェノールとしては、オイゲノール、２－アルキルフェノール、４－
アリル－２－メチルフェノール、４－アリル－２－フェニルフェノール、４－アリル－２
－ブロモフェノール、４－アリル－２－ｔ－ブトキシフェノール、４－フェニル－２－フ
ェニルフェノール、２－メチル－４－プロピルフェノール、２－アリル－４，６－ジメチ
ルフェノール、２－アリル－４－ブロモ－６－メチルフェノール、２－アリル－６－メト
キシ－４－メチルフェノールおよび２－アリル－４，６－ジメチルフェノールが挙げられ
る。これらのフェノールの少なくとも１つを含む組み合わせも使用できる。
【００７８】
　ポリ（カーボネート－シロキサン）は、５０～９９質量％のカーボネート単位と１～５
０質量％のシロキサン単位とを含んでいてもよい。この範囲内で、ポリ（カーボネート－
シロキサン）は、７０～９８質量％の、より具体的には７５～９７質量％のカーボネート
単位と、２～３０質量％の、より具体的には３～２５質量％のシロキサン単位と、を含ん
でいてもよい。
【００７９】
　ポリ（カーボネート－シロキサン）の質量平均分子量は、交差結合されたスチレン－ジ
ビニルベンゼンカラムを用い、サンプル濃度１ｍｇ／ｍＬとし、ポリカーボネート標準に
対して校正するゲル透過クロマトグラフィで測定して、２，０００～１００，０００ダル
トンであり得、具体的には５，０００～５０，０００ダルトンであり得る。
【００８０】
　ポリ（カーボネート－シロキサン）のメルトボリュームフローレートは、３００℃／１
．２ｋｇで測定して、１～５０ｃｃ／１０ｍｉｎであり、具体的には２～３０ｃｃ／１０
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ｍｉｎであり得る。異なる流動特性を有するポリオルガノシロキサン－ポリカーボネート
の混合物を用いて、全体として所望の流動特性を達成できる。
【００８１】
　前述のポリカーボネートは、単独で使用しても組み合わせで使用してもよく、例えば、
ホモポリカーボネートと１つまたは複数のポリ（カーボネート－エステル）類の組み合わ
せ、あるいは、２つ以上のポリ（カーボネート－エステル）類の組み合わせで使用しても
よい。異なるポリカーボネート－エステル類の混合物をこれらの組成物に使用してもよい
。
【００８２】
　本明細書に開示の繊維質基板と電気紙を製造するために、繊維が組み合わせられる。繊
維質基板中には、一般に、約１０～約６５質量％のポリイミド繊維と、約１０～約３０質
量％の、芳香族ポリアミドフィブリッドまたはポリカーボネート繊維から選択された繊維
と、約２５～約７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、が存在する。
【００８３】
　一部の実施形態では、該繊維質基板を含む樹脂は、二成分繊維押出として既知の繊維押
出プロセス中に混合されてもよい。こうした実施形態では、既知の方法に従って、第１の
ポリマーを第２のポリマーと共に溶融紡糸してコア／シース繊維を形成できる。２成分繊
維および多成分繊維の製造方法は周知であり、ここで詳細に説明する必要はない。例えば
米国特許第５，２２７，１０９号（参照により本明細書に援用される）には、シース成分
およびコア成分それぞれをシース－コア関係に移動させる所定の流路を画定する複数の隣
接するプレートが組み込まれた紡糸パックにおける、シース－コア関係の２成分繊維の形
成について記載されている。また、米国特許第５，４５８，９７２号（参照により本明細
書に援用される）に記載されているものなどの、より複雑な多成分繊維形態も本明細書で
使用されるコアシース用語内で考慮され得る。同特許には、３つの脚と、３つの頂点およ
び軸センターを画定する三葉キャピラリを用い、第１の溶融ポリマー組成物を軸センター
に移動させ、第２の溶融ポリマー組成物を該頂点の内の少なくとも１つに送ることによる
多成分三葉繊維の製造方法が記載されている。製造された繊維は、コア外表面と、コア外
表面の少なくとも約１／３に隣接するシースと、を画定する三葉コアを有する。
【００８４】
　種々の実施形態では、第１のポリマーがコア繊維、第２のポリマーがシース繊維であっ
てもよく、あるいは、第２のポリマーがコア繊維、第１のポリマーがシース繊維であって
もよい。第１および第２のポリマーは、上記の有用な繊維の文脈で記載したポリマーから
選択されてもよい。
【００８５】
　ある実施形態では、ポリエーテルイミドがコアであり、ポリカーボネートが外層であろ
う。この実施形態では、マット内の繊維をより均一に接合するであろう。別の実施形態で
は、任意の高温、高強度ポリマーがコアであり、ポリエーテルイミドが外層であろう。こ
うしたコアポリマーの例としては、ポリエチレンテレフタレートや半結晶ポリエチレンお
よびプロピレンの変異体などの、応力誘導結晶化材料、半結晶ポリマーあるいは結晶ポリ
マーが挙げられる。この例としては、ＳｐｅｃｔｒａやＤｙｎｅｅｍａ、アラミド（パラ
－およびメタ－）、ポリ（ｐ－フェニレン－２，６－ベンゾビスオキサゾール）Ｚｙｌｏ
ｎ、ポリアクリロニトリル繊維、ポリアミドなどがあり、一部の実施形態では、窒化ケイ
素繊維および炭素繊維である。この実施形態では、紙の構造化において、所定の領域上で
の材料の分散の均一性が向上するであろう。この実施形態では、このような非常に薄い生
成物での均一分散に重要なより細い繊維の製造も可能になるであろう。
【００８６】
　円網抄紙機や長網抄紙機などの既知の製紙技術を用いて電気絶縁紙を製造してもよい。
一般に、繊維を裁断し不純物を取り除いて適切な繊維サイズとする。水などの懸濁溶媒に
合成繊維とバインダーを添加して、繊維と水との混合物を形成する。
【００８７】
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　その後、混合物を篩にかけて排水し、紙シートを形成する。スクリーンは、縦方向と呼
ばれるシートが移動する方向に繊維を方向付ける傾向がある。その結果、得られた絶縁紙
は、横方向と呼ばれる垂直方向よりも縦方向の引張強度が大きくなる。紙シートは、スク
リーンからロール上に、さらに紙内の水分を除去する他の処理装置を通って搬送される。
【００８８】
　ポリエーテルイミド繊維、芳香族ポリアミド繊維および芳香族ポリアミドフィブリッド
を含む基板を用い、その基板だけを、あるいは追加の層を組み合わせて圧密化して電気紙
を形成してもよい。あるいは、この基板を繊維質基板の追加の層と組み合わせて電気紙を
形成できる。例えば、ポリエーテルイミド繊維、芳香族ポリアミド繊維および芳香族ポリ
アミドフィブリッドを含む基板を層のスタック状に配置して、電気紙の厚みを構築できる
。一実施形態では、ポリエーテルイミド繊維、芳香族ポリアミド繊維および芳香族ポリア
ミドフィブリッドを含む基板は、異なる組成物の基板の層と交互化される。例えば、ポリ
エーテルイミド繊維、芳香族ポリアミド繊維および芳香族ポリアミドフィブリッドを含む
基板は、内層として機能し、異なる組成物の基板は外層として配置される。あるいは、異
なる組成物の基板が内層として機能し、ポリエーテルイミド繊維、芳香族ポリアミド繊維
および芳香族ポリアミドフィブリッドを含む基板が外層として配置されてもよい。
【００８９】
　一実施形態では、繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約２０～６５質量％のポリ
イミド繊維と、約３０～７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、約１０～３０質量％の芳
香族ポリアミドフィブリッドと、を含む繊維質基板は、スタックの内層であり、約７５～
９５質量％のポリイミド繊維と約５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含
み、繊維質基板の第１の面上に配置された第１の層と；約７５～９５質量％のポリイミド
繊維と約５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含み、繊維質基板の第２の
面上に配置された第２の層と、を有する。
【００９０】
　別の実施形態では、それぞれ繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約７５～９５質
量％のポリイミド繊維と約５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含む繊維
組成物の圧密化生成物を含む繊維質基板は、スタックの内層であり、約３５～４５質量％
のポリイミド繊維と、約３５～４５質量％の芳香族ポリアミド繊維と、約１０～３０質量
％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含み、繊維質基板の第１の面上に配置された第
１の層と；約３５～４５質量％のポリイミド繊維と、約３５～４５質量％の芳香族ポリア
ミド繊維と、約１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含み、繊維質基
板の第２の面上に配置された第２の層と、を有する。
【００９１】
　該基板は、繊維質基板の表面に接着されたポリマーフィルムの層をさらに含んでいても
よい。こうしたフィルムは、上記のように使用される場合に、請求項に記載の範囲の最終
特性を発揮する任意のポリマーを含んでいてもよい。ポリエーテルイミドフィルムが好適
である。ポリマーフィルムの厚みは、０超～５０μｍであってもよく、４～４０μｍであ
ってもよく、５～３０μｍであってもよい。一般に、ポリマーフィルムは、繊維質基板の
第１の表面および第２の表面に接着される。また、繊維質基板の複数の層とポリマーフィ
ルムは、組み合わせできる。例えば、繊維質基板の２つの層は、ポリマーフィルムの３つ
の層と交互に存在していてもよい。反りを回避するために、繊維質基板とポリマーフィル
ムとの組み合わせが左右対称であることが望ましい。繊維質基板とポリマーフィルムとの
スタックは、一般に、プレスによる圧密化またはカレンダー加工よって接着される。
【００９２】
　異なる組成物の基板がスタックに組み合わせられる場合、その相対的比率は、所望の特
性を有する最終圧密化生成物を製造するように選択されてもよい。全面にカレンダー加工
された寸法４ミル以下の紙の場合、層の相対比率は、一般に１：１～２：１である。より
大きな寸法の基板では、この比率は、例えば、ある組成物の内層によって提供される最終
圧密化寸法の優勢な部分と、異なる組成物の外層によって提供される比較的少ない割合に
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【００９３】
　繊維質基板は、当分野で既知の種々の密度（一般に、ｇ／ｍ２（ＧＳＭ）で表される）
で調製できる。一般に、繊維質基板の密度は５～２００ＧＳＭであってもよく、より具体
的には２０～１００ＧＳＭであってもよい。好適な実施形態では、圧密化繊維質基板の密
度は８０ＧＳＭである。当業者であれば、所定の寸法の基板の個々の層を種々の方法で組
み合わせて、より大きな寸法の紙が製造できることは理解するであろう。例えば、８０ｇ
ｓｍの紙は、両側に２０ｇｓｍ層を有する４０ｇｓｍの内層から構築でき得る。
【００９４】
　種々の気孔率を有する繊維質基板が調製できる。気孔率の測定方法は当業者には既知で
あり、例えばＩＳＯ５６３６－５：２００３などがある。この技術でのガーリー秒（Ｇｕ
ｒｌｅｙ　ｓｅｃｏｎｄ）またはガーリー単位は、空気１００ｃｍ３が水圧差４．８８イ
ンチ（０．１８８ｐｓｉ）において所定の材料１．０ｉｎ２を通過するのに必要な秒数を
表す単位であり、単位はｓ・ｉｎ２／ｄＬである。ＳＩ単位系では、１ｓ・ｉｎ２／ｄＬ
＝６．４５１６ｓ／ｍ（ｍ：空気カラム）である。一実施形態では、電気絶縁紙の気孔率
は、１０超～１２０ｓ・ｉｎ２／ｄＬ（ガーリー秒）未満である。
【００９５】
　別の一般的な態様では、電気装置の構築方法は、少なくとも１つの導体を提供するステ
ップと、電気絶縁紙を提供するステップと、前記導体の少なくとも一部を前記絶縁紙で囲
むステップと、を備える。
【００９６】
　別の一般的な態様では、絶縁導体は、電気絶縁紙で少なくとも部分的に囲まれた導電体
を含む。一部の用途では、該絶縁導体を変圧器に組み込んでもよい。
【００９７】
　特に、典型的な寸法の電気紙として使用されるように意図されたものの一部の実施形態
では、
繊維質基板の厚みは０超～８ミル未満である。特に、繊維質基板の層をスタックして構築
されたものの一部の実施形態では、厚みは０～８０ミルである。他の実施形態では、厚み
は３～２０ミルである。
【００９８】
　繊維質基板の吸水率は一般に、相対湿度１００％の水飽和状態で５質量％以下である。
他の実施形態では、吸水率は３％以下であり、好適な実施形態では、２％以下である。
【００９９】
　一部の実施形態では、電気紙の抵抗率は、少なくとも１０００ＭΩ－ｃｍである。他の
実施形態では、電気紙の絶縁破壊強度は、少なくとも６００Ｖ／ミルである。一般に、電
気紙の熱性能は、ＮＥＭＡクラスＦ（１５５℃）絶縁およびＮＥＭＡクラスＨ（１８０℃
）絶縁の基準を超える熱性能を超えるであろう。
【０１００】
　以下の実施例は例示であり、限定するものではない。
【０１０１】
実施例
材料
　実施例で使用する材料を表１に示す。
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【表１】

【０１０２】
技術と手順
　引張強度はＡＳＴＭ　Ｄ８２８に準拠して求めた。
【０１０３】
　伸び率はＡＳＴＭ　Ｄ８２８に準拠して求めた。
【０１０４】
　ヤング率はＡＳＴＭ　Ｄ６３８に準拠して求めた。
【０１０５】
　Ｅｌｍｅｎｄｏｒｆ引裂強度はＡＳＴＭ　Ｄ１９２２に準拠して求めた。
【０１０６】
　サンプルは、表２に示す処方に従って調製した。

【表２】

【０１０７】
　製紙方法：水中で、繊維を混合して繊維スラリーを形成した。繊維をメッシュ上に堆積
させて層を形成し、１２インチ×１２インチのハンドプレス機内で脱水した。層の圧密化
は以下のように行った。
【０１０８】
　圧密化条件：シリコーンブラダーと、下部のステンレス鋼板を覆うアルミホイルの被覆
シートと、を載荷して、サンプルを収容するＴＭＰ真空プレス機を用意した。混合繊維の
サンプルをハンドプレス機から取り出し、アルミホイル上に置いた。その後、プレスプラ
テンを閉じ、内部の温度１００°Ｆ、最低システム圧５トンで上部のステンレス鋼板をサ
ンプルに接触させた。その後、温度セレクタを４６０°Ｆに設定した（サンプルは４９０
°Ｆでも圧密化した）。温度計が３５０°Ｆを表示すると、格納ドアを閉め、チャンバ内
を制御セットで脱気し、圧力を２８．９ｍｍＨｇ未満に維持した。プラテンが４６０°Ｆ
に達すると、温度設定を１００°Ｆに下げて冷却を開始し、圧力設定を２００トン（２７
７８ｐｓｉ）に上げて保持した。１００°Ｆまで冷却されると、真空を大気圧に、圧力を
０にリセットした。ドアを開けてサンプルを取り出した。
【０１０９】
　交流絶縁破壊強度試験手順－ＡＳＴＭ　Ｄ－１４９：３インチ径電極上の１インチ径電
極を使用し、空気中または含浸オイル中、電圧勾配：１００Ｖ／秒、トリップ限界値：約
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【０１１０】
　表３の条件に従い、連続ダブルベルトプレスでサンプルを圧密化した。ダブルベルトプ
レスは、主に、木製シート製品の生産やシート物品に対する表面被覆のラミネート加工用
として、多くのメーカーから供給されている。該プレスは、互いに上下にあって接面が同
じ方向に並行して走る２本の連続したベルトで構成され、これらを逆方向に駆動させるド
ラム周りを移動する。これらの表面を加熱・加圧後、加圧下で冷却して、シートや複合製
品の接着剤や樹脂性バインダーを硬化させる。
【０１１１】
　Ｈｅｌｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅ社では、生成物に非常に高くて均一な圧力をかけら
れ、また、ポリエーテルイミド樹脂に必要な加工温度までベルトを加熱後、そのまま加圧
下でシートを冷却できるプレスを製造している。
【０１１２】
　材料は、例えば、必要な材料をロールやシート物品から供給する多くの巻出しステーシ
ョンからプレスに供給される。これらの材料はニップに供給されて、それ自体上記のよう
に加熱・圧縮される。
【０１１３】
　電気絶縁紙のための圧密化条件：一般に、電気紙は、約４０～１２０ｇｓｍと空中質量
が非常に小さい材料であるが、一部の用途では、より高いあるいははるかに高い材料が使
用される。紙状の材料は、商業的には、複数のローラがスタックされて複数のニップが設
けられたカレンダー加工で圧密化される。非常に競争の激しい民間業界では、紙を高速で
加工するために、ローラは、高速で加熱・調整される。高速での電気絶縁紙の要件を満た
す材料の製造には、今まで、低速の連続ベルトプレスによって、高速のカレンダー装置の
場合より良好な結果が得られた。
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【０１１４】
　サンプルの物性試験の結果を表４に示す。
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【表４】

【０１１５】
　考察：高強度、低気孔率が得られ、また縦方向と横方向間の差が小さいことから、上記
のデータは、カレンダー加工の紙と比較して優れている。
【０１１６】
　引用された特許、特許出願および他の参照文献は、参照によりその全体が本明細書に援
用される。以下の非限定的な実施形態によって、本発明をさらに例証する。
【０１１７】
　実施形態１：繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約１０～約６５質量％のポリイ
ミド繊維と、約１０～約３０質量％の、芳香族ポリアミドフィブリッドまたはポリカーボ
ネート繊維から選択された繊維と、約２５～約７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、を
含む繊維組成物の圧密化生成物であって、厚みが０超～８ミル［２０３．２μｍ／０．２
０３２ｍｍ］未満の圧密化生成物を含む繊維質基板。
【０１１８】
　実施形態２：実施形態１に記載の繊維質基板を含む電気紙。
【０１１９】
　実施形態３：第１の面と前記第１の面に対向する第２の面を有する繊維質基板であって
、繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約２０～６５質量％のポリイミド繊維と、約
３０～７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、約１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフ
ィブリッドと、を含む繊維組成物の圧密化生成物を含み；約７５～９５質量％のポリイミ
ド繊維と約５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含み、前記第１の面上に
配置された第１の層と；約７５～９５質量％のポリイミド繊維と約５～２５質量％の芳香
族ポリアミドフィブリッドとを含み、前記第２の面上に配置された第２の層と、を有する
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前記繊維質基板を含み、厚みが０超～８ミル未満の電気紙。
【０１２０】
　実施形態４：前記繊維質基板は、約４０質量％のポリイミド繊維と、約４０質量％の芳
香族ポリアミド繊維と、約２０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含み、前記
第１と第２の層は、約９０質量％のポリイミド繊維と約１０質量％の芳香族ポリアミドフ
ィブリッドとを含む実施形態３に記載の電気紙。
【０１２１】
　実施形態５：第１の面と、前記第１の面に対向する第２の面を有する繊維質基板であっ
て、繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約７５～９５質量％のポリイミド繊維と約
５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドとを含む繊維組成物の圧密化生成物を含
み；約３５～４５質量％のポリイミド繊維と、約３５～４５質量％の芳香族ポリアミド繊
維と、約１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含み、前記第１の面上
に配置された第１の層と；約３５～４５質量％のポリイミド繊維と、約３５～４５質量％
の芳香族ポリアミド繊維と、約１０～３０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を
含み、前記第２の面上に配置された第２の層と、を有する前記繊維質基板を含み、厚みが
０超～８０ミル未満の電気紙。
【０１２２】
　実施形態６：前記ポリイミド繊維は、ポリエーテルイミド繊維、ポリエーテルイミドス
ルホン繊維、ポリエーテルアミドイミド繊維およびこれらの組み合わせから選択される実
施形態２乃至実施形態５のいずれかに記載の電気紙。
【０１２３】
　実施形態７：前記繊維質基板の前記繊維の引裂強度は、Ｅｌｍｅｎｄｏｒｆ引裂強度と
して測定して、少なくとも８５ｍＮである実施形態２乃至実施形態５のいずれかに記載の
電気紙。
【０１２４】
　実施形態８：前記芳香族ポリアミドは、芳香族パラ－ポリアミドである実施形態２乃至
実施形態５のいずれかに記載の電気紙。
【０１２５】
　実施形態９：前記芳香族ポリアミドは、ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）、ポ
リ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド－ｃｏ－３’４’－オキシジフェニレンテレフタル
アミド）およびこれらの組み合わせから選択される実施形態２乃至実施形態５のいずれか
に記載の電気紙。
【０１２６】
　実施形態１０：繊維質基板内に含浸された熱硬化性ポリマーまたは熱可塑性ポリマーを
さらに含む実施形態２乃至実施形態５のいずれかに記載の電気紙。
【０１２７】
　実施形態１１：実施形態２乃至実施形態５のいずれかに記載の電気紙を含む物品。
【０１２８】
　実施形態１２：前記物品は、相セパレータ、モータ、発電機または変圧器内の第１の絶
縁体、モータ、発電機または変圧器内の第２の絶縁体、である実施形態１１に記載の物品
。
【０１２９】
　実施形態１３：懸濁溶媒と；繊維組成物中の繊維の合計質量に対して、約２０～６５の
質量％のポリイミド繊維と、約３０～７０質量％の芳香族ポリアミド繊維と、約１０～３
０質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドと、を含む繊維組成物と；を含むスラリーから
層を形成するステップと、前記層から水を取り除くステップと、前記層を圧密化して繊維
質基板を形成するステップと、を備える繊維質基板の調製プロセスであって、約７５～９
５質量％のポリイミド繊維と５～２５質量％の芳香族ポリアミドフィブリッドの層を、前
記圧密化するステップの前または後に、前記繊維質基板のそれぞれの表面に塗布し、基板
とポリイミド膜を共に圧密化ステップにかける調製プロセス。
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【０１３０】
　実施形態１４：実施形態１３に記載のプロセスで製造される繊維質基板。
【０１３１】
　実施形態１５：実施形態１４に記載の繊維質基板を含む物品。
【０１３２】
　実施形態１６：厚みが０超～８ミル未満の、実施形態１乃至実施形態１５のいずれかに
記載の電気紙、繊維質基板または物品。
【０１３３】
　実施形態１７：厚みが０～８０ミルの、例えば、実施形態１乃至実施形態１６のいずれ
かによって得られた繊維質基板の層をスタックすることによって構築されたものなどの、
実施形態１乃至実施形態１６のいずれかに記載の電気紙、繊維質基板または物品。
【０１３４】
　実施形態１８：厚みが３～２０ミルの、実施形態１７に記載の電気紙、繊維質基板また
は物品。
【０１３５】
　実施形態１９：相対湿度１００％の水飽和状態での吸水率が３質量％以下である実施形
態１乃至実施形態１８のいずれかに記載の電気紙、繊維質基板または物品。
【０１３６】
　実施形態２０：相対湿度１００％の水飽和状態での吸水率が２質量％以下である実施形
態１乃至実施形態１９のいずれかに記載の電気紙、繊維質基板または物品。
【０１３７】
　本発明をその好適なバージョンを参照して詳細に説明したが、他の変形も可能である。
従って、添付の請求項の趣旨と範囲は、本明細書に含まれるバージョンの記載に限定され
るべきではない。
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